
（平成２４年６月６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪厚生年金  事案 13286 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、昭和 63 年 12月か

ら平成元年９月までは 11 万 8,000 円、同年 10 月から同年 12 月までは 12 万

6,000 円、２年１月から同年３月までは 11 万円、同年４月から同年９月まで

は 16万円、同年 10月から３年３月までは 17万円、同年４月から６年７月ま

では 20 万円、同年８月から同年 10 月までは 22 万円、同年 11 月から８年９

月までは 20 万円、同年 10 月から 13 年８月までは 19 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年 12月１日から平成 13年９月１日まで 

ねんきん定期便によると、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報

酬月額が実際の給与支給額より低くなっていることが分かった。全てではな

いが申立期間の給料明細書を提出するので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人から提出された給

料明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間のうち、

平成元年 10月及び同年 12月は 12万 6,000円、２年１月は 11万円、同年４

月、同年５月及び同年７月は 16万円、同年 10月及び同年 11月は 17万円、



３年４月から同年８月まで、同年 10月、同年 12月、４年２月、同年３月、

同年５月、同年６月、同年８月、同年 11 月、５年２月、同年６月及び同年

10月は 20万円、６年８月は 22万円、同年 12月、７年１月、同年４月、同

年９月、８年４月、同年７月及び同年８月は 20万円、９年８月、同年９月、

10年１月、同年２年、同年６月、同年７月、同年９月、同年 11月、同年 12

月、11年２月、同年３月、同年５月、同年７月から同年 10月まで、12年４

月、同年７月から同年 10月までの期間及び 13年２月から同年４月までの期

間は 19万円とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち、申立人が給料明細書を所持していないものの、前後の期

間に係る給料明細書において確認できる厚生年金保険料控除額が同額であ

る期間については、申立人は、当該期間において、前後の期間と同額の厚生

年金保険料を給与から控除されていたことが推認できる。したがって、当該

期間の標準報酬月額については、平成元年 11月は 12万 6,000円、２年６月

は 16万円、３年９月、同年 11月、４年１月、同年４月、同年７月、同年９

月、同年 10 月、５年３月から同年５月までの期間及び同年７月から同年９

月までの期間は 20万円、６年９月及び同年 10月は 22万円、同年 11月、７

年２月、同年３月、同年５月から同年８月まで、同年 10 月から８年３月ま

で、同年５月、同年６月及び同年９月は 20万円、同年 10月から９年７月ま

で、同年 10月から同年 12月まで、10年３月から同年５月まで、同年８月、

同年 10月、11年１月、同年４月、同年６月、同年 11月から 12年３月まで、

同年５月、同年６月及び同年 11月から 13年１月までの期間は 19 万円とす

ることが妥当である。 

また、申立期間のうち、申立人が給料明細書を所持しておらず、前後の期

間に係る給料明細書において確認できる厚生年金保険料控除額が相違する

期間については、申立人及び元同僚から提出された給料明細書において確認

できる厚生年金保険料控除の状況から判断して、申立人は、当該期間におい

て、少なくとも前後の月のうち、低額な月と同額の厚生年金保険料を給与か

ら控除されていたことが推認できる。したがって、当該期間の標準報酬月額

については、平成２年２月及び同年３月は 11 万円、同年８月及び同年９月

は 16万円、同年 12月から３年３月までは 17万円、４年 12月、５年１月及

び同年 11月から６年７月までの期間は 20万円とすることが妥当である。 

さらに、申立期間のうち、平成 13 年５月から被保険者資格を喪失した前

月（平成 13 年８月）までの期間については、元同僚から提出された給料明

細書において確認できる厚生年金保険料控除の状況から判断して、申立人は、

当該期間において、少なくとも直前の同年４月と同額の厚生年金保険料を給

与から控除されていたことが推認できる。したがって、当該期間の標準報酬

月額については、19万円とすることが妥当である。 

３ 申立期間のうち、申立人がＡ社において被保険者資格を取得した月（昭和



63年 12月）から平成元年９月までの期間については、申立人は、当該期間

に係る給料明細書を所持していないものの、当該資格取得月の前月（昭和

63年 11月）の給料明細書を所持しているところ、当該給料明細書によると、

申立人が同社において被保険者資格を取得した際に届け出られた標準報酬

月額より高額の給与が支払われていることが確認できる。 

また、Ａ社の元事業主は、「実際の給与支給額より低額で届け出たかは分

からないが、保険料は、資格取得時から一定額を控除していた。」と陳述し

ている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 63年 12

月から平成元年９月までの期間において、少なくとも直前の昭和 63 年 11

月と同額の給与が支給され、かつ、直後の平成元年 10 月と同額の厚生年金

保険料を給与から控除されていたものと考えられる。したがって、当該期間

の標準報酬月額については、11万 8,000円とすることが妥当である。 

４ 申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、元事業主

は、「当時の資料は保管しておらず、届出及び保険料納付については不明で

ある。」旨回答しているものの、申立人が所持する給料明細書等により確認

又は推認できる報酬月額若しくは保険料控除額に見合う標準報酬月額と、オ

ンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事

業主が社会保険事務所（当時）の記録どおりの報酬月額を届け出ており、そ

の結果、社会保険事務所は、上述のとおり認定した申立人に係る標準報酬月

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 13287 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 44年 12月 16日から 45年２月 15日までの期間につ

いて、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保険者の資格取得日は、

44 年 12 月 16 日であると認められることから、当該期間の資格取得日に係る

記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、６万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年 12月 16日から 45年２月 15日まで 

             ② 昭和 46年 10月１日から 47年３月１日まで 

Ａ社本社から同社Ｂ支店へ異動した申立期間①当時の被保険者記録が空

白になっている。同社には申立期間①も継続して勤務していたので、当該

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

また、申立期間②の標準報酬月額が８万円と記録されており、それまでの

９万 2,000 円より下がっているが、当時の日本の経済状況及び会社の業績

等から考えて給与額の減少は考えられないので、調査の上、申立期間②の

標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された人事記録

及び同僚の陳述により、申立人が申立期間も同社に継続して勤務していたこ

とが認められる。 

また、申立人のＡ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を見る

と、扶養開始年月日は、申立期間の始期に近い昭和 44年 12月 15日と記録さ

れているにもかかわらず、被保険者資格の取得日は、それより後の 45年２月

15 日と記録されており、不自然な記録となっていることから、社会保険事務

所（当時）の申立人に係る年金記録の管理が不適切であったことがうかがえ

る。 

さらに、申立人と同時期にＡ社本社から同社Ｂ支店へ異動した同僚の同社Ｂ



支店に係る前述の被保険者原票を見ると、当初、申立人と同じ昭和 45年２月

15 日と記録されていた被保険者資格の取得日が、後日、扶養開始年月日と同

日の 44年 12月 15日に訂正されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被

保険者の資格取得日は、昭和 44年 12月 16日であると認められる。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における

昭和 45年２月の社会保険事務所の記録から、６万円とすることが妥当である。 

一方、申立期間②については、Ａ社は、当時の関連資料を保管していないと

回答しており、申立人も給与明細書を保管していないことから、申立人の当

該期間における保険料控除額及び給与額について確認できない。 

また、申立人は、「当時の日本の経済状況及び会社の業績等から考えて給与

額の減少は考えられない。」と主張しているが、Ａ社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿によると、申立人と同年代の被保険者 46人のうち 17人が、

申立人と同様に昭和 46 年 10 月から標準報酬月額が下がっていることが確認

できることから、申立人の標準報酬月額のみが不自然に推移しているという

状況は見られない。 

さらに、前述の昭和 46年 10月から標準報酬月額が下がっている複数の者に

照会し 14人から回答を得たが、当時の給与明細書を保管している者はおらず、

これらの者から当時の保険料控除等の状況を確認することもできなかった。 

加えて、前述の被保険者名簿において、申立人の標準報酬月額が遡及して訂

正された形跡は見当たらない。 

このほか、申立期間②について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間②について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 13288 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格

取得日に係る記録を昭和 52年２月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

24万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年２月 21 日から同年３月１日まで 

Ｃ社Ｄ支社からＡ社に異動した時期である申立期間の厚生年金保険被保

険者の記録が、空白となっている。 

当該両社は関連会社であり、両社に継続して勤務していたので、申立期間

も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された辞令簿、Ｅ健康保険組合の記録、同僚の陳述及び申立

人から提出された給与帳により、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 52

年２月 21 日にＣ社Ｄ支社からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 52

年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、24 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立人の資格取得日を誤って届け出た旨認めていることから、社会

保険事務所は、申立人に係る昭和 52年２月の保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 13289 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社本社における資格喪失日に係

る記録を昭和 55 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 18 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年８月 31日から同年９月１日まで 

私は、昭和 52 年４月にＢ社（現在は、Ａ社）に入社し、現在も継続して

勤務している。 

昭和 55 年９月１日にＡ社本社から同社Ｃ支店に異動したが、申立期間の

厚生年金保険の加入記録が無いので、調査の上、申立期間も厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された人事記録及び事業主の陳述により、申立人は、同社に継

続して勤務し（昭和 55年９月１日にＡ社本社から同社Ｃ支店に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭和

55 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、18 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に係る申立期間の保険料を社会保険事務所に対して納付していな

いと思われると回答している上、事業主が資格喪失日を昭和 55 年９月１日と

届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年８月 31 日と誤って記

録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その



結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。



大阪厚生年金 事案 13290 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社本社における資格喪失日に係る

記録を昭和 55 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年８月 31日から同年９月１日まで 

私は、昭和 50年４月にＢ社（現在は、Ａ社）に入社し、現在も継続して

勤務している。 

昭和 55年９月１日にＡ社本社から同社Ｃ支店に異動したが、申立期間の

厚生年金保険の加入記録が無いので、調査の上、申立期間も厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された人事記録及び事業主の陳述により、申立人は、同社に

継続して勤務し（昭和 55 年９月１日にＡ社本社から同社Ｃ支店に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社本社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿における申立人の記録から、20 万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立人に係る申立期間の保険料を社会保険事務所(当時)に対して納

付していないと思われると回答している上、事業主が資格喪失日を昭和 55年

９月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年８月 31日

と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日とし



て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 13291 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社本社における資格喪失日に係

る記録を昭和 55 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年８月 31日から同年９月１日まで 

私は、昭和 47年４月にＢ社（現在は、Ａ社）に入社し、現在も継続して

勤務している。 

昭和 55年９月１日にＡ社本社から同社Ｃ支店に異動したが、申立期間の

厚生年金保険の加入記録が無いので、調査の上、申立期間も厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された人事記録及び事業主の陳述により、申立人は、同社に継

続して勤務し（昭和 55 年９月１日にＡ社本社から同社Ｃ支店に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭和

55年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、20万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に係る申立期間の保険料を社会保険事務所に対して納付してい

ないと思われると回答している上、事業主が資格喪失日を昭和 55年９月１日

と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年８月 31日と誤って

記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、



その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

 

 

 



大阪厚生年金 事案 13292 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年３月頃から 57年１月１日まで 

厚生年金保険の加入記録状況を社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社（後に、Ｂ社に名称変更）に勤務した期間の被保険者記録が無い

との回答を受けた。申立期間は、同社に勤務していたので、厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶する元同僚の陳述から判断すると、時期は特定できないものの、

申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所とな

った記録が無い上、前述の元同僚は、「Ａ社では、厚生年金保険及び健康保険

がなかったので、国民健康保険に加入していた。」と陳述している。 

また、Ａ社の従業員数について、申立人及び前述の元同僚は、「事業主を含

め３人だった。」と陳述していることから、同社は、当時の厚生年金保険法の

規定による強制適用事業所の要件を満たしていなかったことがうかがえる。 

さらに、商業登記簿の記録によると、Ｂ社は、昭和 59 年４月＊日に解散し

ており、事業主も既に死亡していることから、申立人の申立期間における勤務

実態及び厚生年金保険料控除の状況について確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 13293 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：   

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年３月 26日から 44年３月６日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録状況について照会したところ、申

立期間の被保険者記録が無い旨の回答を受けた。Ａ社に在職中に健康保険

被保険者証を使用した記憶もあるので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所であった記録

が無い上、同事業所を管轄する法務局において、商業登記の記録も確認できな

い。 

また、申立人は、事業主の氏名を記憶していない上、二人の同僚についても、

名字のみの記憶であることから、当該同僚を特定できず、申立人の申立期間に

係る勤務実態及び厚生年金保険料控除の状況について確認できない。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年

９月 30日から 44年１月２日までの期間において、Ｂ共済組合の共済組合員で

あったことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

なお、申立人は、「申立期間当時、健康保険被保険者証を使用した記憶があ

る。」と主張しているところ、当該健康保険被保険者証を使用したと記憶する

医療機関は、「直近５年分の記録しか保存していない。」と回答している上、国

民健康保険の加入記録についても、Ｃ市は、「平成 19年以降の記録しか保存し

ていない。」と回答していることから、申立人の主張を確認することができな

い。



大阪厚生年金 事案 13294 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：   

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年４月１日から 15年４月１日まで 

厚生年金保険の加入記録状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社におい

て、Ｂ職として勤務していた期間の被保険者記録が確認できなかった。申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された預金通帳の写し、Ａ社の回答及び同僚の陳述から判断

すると、申立人は、申立期間のうち、平成 14 年４月 15 日から同年 10 月 14

日までの期間については、同社で勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、「厚生年金保険の加入を希望しない者もいるため、

当社では、必ずしも全員を厚生年金保険に加入させていたわけではない。当時

の賃金台帳等の資料は無いが、厚生年金保険に加入していない者から保険料を

控除することはない。」旨陳述している。 

また、オンライン記録において、Ａ社で、申立期間に被保険者資格を取得し

ている女性 29人に照会し、13人から回答を得たところ、そのうち申立人と同

じＢ職であった１人は、「当時のＡ社は、人の出入りが激しく、雇用形態も様々

であった。厚生年金保険に加入していないという者もいたので、全員が厚生年

金保険には加入していなかったと思う。」旨陳述していることから、申立期間

当時、同社では、必ずしも全ての者を厚生年金保険に加入させていたわけでは

なかったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社の社会保険事務を受託している労務事務所は、「申立期間にお

ける健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届等の控えを確認したが、申立人

の氏名は見当たらない。厚生年金保険と雇用保険は、必ず同日で加入手続を行

っている。」旨回答しているところ、申立人の同社における雇用保険の加入記



録は確認できない。 

加えて、Ｃ市役所は、「申立人は、申立期間を含む平成 11 年２月 11 日から

15年８月 31日までの期間において、国民健康保険に加入していた。」と回答

している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 13295 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年３月 31日から同年４月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）には、平成 13 年１月１日から同年３月 31 日まで

勤務していたので、厚生年金保険被保険者資格の喪失日は同年４月１日と

なるはずなのに、同年３月 31日に資格を喪失したこととなっている。 

調査の上、申立期間も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された人事異動通知書及び同社の人事担当者の陳述により、申

立人が平成 13年３月 31日までＡ社に勤務していたことが認められる。 

しかし、同僚の陳述及び当該同僚から提出された給与明細書により、Ａ社で

は、毎月の厚生年金保険料を翌月の給与から控除していたことがうかがえると

ころ、申立人から提出された給与明細書（平成 13 年３月分）を見ると、前月

（平成 13年２月）分の保険料しか控除されていないことが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立人は、平成 13 年４月１日にＡ社の関

連事業所であるＣ社において被保険者資格を取得しているところ、申立人から

提出されたＣ社での給与明細書（平成 13 年４月分）を見ても、厚生年金保険

料控除額の欄は空欄であることから、申立人は、申立期間に係る保険料を給与

から控除されていないと考えられる。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 


